
瀬戸市告示第１４３号 

瀬戸市議会１２月定例会を次のとおり招集する。  

令和３年１１月１７日 

瀬戸市長  伊 藤 保 德 

１ 日  時  令和３年１１月３０日 午前１０時  

２ 場  所  瀬戸市議会議事堂  
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議 案 一 覧 表 

第７４号議案  瀬戸市道泉地域交流センターに係る指定管理  

        者の指定について  ······························· １ 

第７５号議案  瀬戸市新郷地域交流センターに係る指定管理  

者の指定について  ······························· ２ 

第７６号議案  瀬戸市デジタルリサーチパークセンターに係  

る指定管理者の指定について  ····················· ３ 

第７７号議案  瀬戸市職員の給与に関する条例の一部改正に  

ついて  ········································· ４ 

第７８号議案  瀬戸市立休日急病診療所に係る指定管理者の  

指定について  ··································· ６ 

第７９号議案  瀬戸市国民健康保険条例の一部改正について  ······· ７ 

第８０号議案  瀬戸市児童発達支援センターに関する条例の  

一部改正について  ······························· ９ 

第８１号議案  瀬戸市移動等円滑化のために必要な市道の構  

造に関する基準を定める条例の一部改正につ  

いて ········································· １２ 

第８２号議案  グレーチング蓋跳ね上げによる物損事故に係  

る損害賠償の額の決定及び和解について  ········· ３２ 

第８３号議案  市道路線の認定について  ······················· ３４ 

第８４号議案  令和３年度瀬戸市一般会計補正予算（第１０  

号） ········································· 別冊 

第８５号議案  令和３年度瀬戸市国民健康保険事業特別会計  

補正予算（第２号）  ··························· 別冊 

 



第８６号議案  令和３年度瀬戸市春雨墓苑事業特別会計補正  

予算（第１号）  ······························· 別冊 

第８７号議案  令和３年度瀬戸市介護保険事業特別会計補正  

予算（第２号）  ······························· 別冊 

第８８号議案  令和３年度瀬戸市後期高齢者医療特別会計補  

正予算（第１号）  ····························· 別冊 

第８９号議案  令和３年度瀬戸市水道事業会計補正予算（第  

２号）  ······································· 別冊 

第９０号議案  令和３年度瀬戸市下水道事業会計補正予算（  

第２号）  ····································· 別冊 

諮 問 第 ４ 号  人権擁護委員の推薦について  ··················· 別途 

諮 問 第 ５ 号  人権擁護委員の推薦について  ··················· 別途 

諮 問 第 ６ 号  人権擁護委員の推薦について  ··················· 別途 

報告第１７号  専決処分の報告について  ······················· 別紙 



１ 

 

３年市長提出第７４号議案  

瀬戸市道泉地域交流センターに係る指定管理者の指定について  

本市は、次の内容により指定管理者を指定するものとする。 

令和３年１１月３０日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

１ 施設の名称  

  瀬戸市道泉地域交流センター  

２ 指定管理者となる団体  

  瀬戸市道泉町５３番地の５   

  道泉地域力推進協議会  

  会長 加藤義人  

３ 指定の期間  

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、瀬戸市道泉地域交流センターの指定管理者を指

定するに当たり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第６項の規定により、議会の議決を求めるため必要があるからである。  

 



２ 

 

３年市長提出第７５号議案  

瀬戸市新郷地域交流センターに係る指定管理者の指定について  

本市は、次の内容により指定管理者を指定するものとする。 

令和３年１１月３０日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

１ 施設の名称  

  瀬戸市新郷地域交流センター  

２ 指定管理者となる団体  

  瀬戸市東赤重町１丁目１００番地   

  新郷地域力推進協議会  

  会長 大西郁則  

３ 指定の期間  

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、瀬戸市新郷地域交流センターの指定管理者を指

定するに当たり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第６項の規定により、議会の議決を求めるため必要があるからである。  

 



３ 

 

３年市長提出第７６号議案  

瀬戸市デジタルリサーチパークセンターに係る指定管理者の指定に 

ついて  

本市は、次の内容により指定管理者を指定するものとする。 

令和３年１１月３０日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

１ 施設の名称  

  瀬戸市デジタルリサーチパークセンター  

２ 指定管理者となる団体  

  名古屋市東区代官町３５番１６号  

  株式会社エスワイシステム  

  代表取締役 鈴木裕紀  

３ 指定の期間  

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、瀬戸市デジタルリサーチパークセンターの指定

管理者を指定するに当たり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求めるため必要があるから

である。  

 



４ 

 

３年市長提出第７７号議案  

瀬戸市職員の給与に関する条例の一部改正について  

瀬戸市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

るものとする。  

令和３年１１月３０日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市職員の給与に関する条例（昭和３６年瀬戸市条例第４号）の一部

を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

別表第２（第５条関係） 別表第２（第５条関係） 

職務の級 標準的な職務 

１級 主事補の職務 

＜省略＞ ＜省略＞ 

３級 主任の職務 

 

＜省略＞ ＜省略＞ 
 

職務の級 標準的な職務 

１級 定型的な業務を行う主事の職務 

＜省略＞ ＜省略＞ 

３級 高度の知識又は経験を必要とす

る業務を行う主事の職務 

＜省略＞ ＜省略＞ 
 

  

附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。  

 （準備行為）  

２ この条例による改正後の瀬戸市職員の給与に関する条例を施行するた

めに必要な準備行為は、この条例の施行前においても行うことができる。  

 



５ 

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、一部の職名を改正することに伴い等級別基準職

務表の標準的な職務の内容を明確にするに当たり、瀬戸市職員の給与に関

する条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。  



６ 

 

３年市長提出第７８号議案  

瀬戸市立休日急病診療所に係る指定管理者の指定について  

本市は、次の内容により指定管理者を指定するものとする。  

令和３年１１月３０日提出 

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

１ 施設の名称  

  瀬戸市立休日急病診療所  

２ 指定管理者となる団体  

  瀬戸市西長根町１０番地  

  一般社団法人瀬戸旭医師会  

  会長 鳥井彰人  

３ 指定の期間  

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、瀬戸市立休日急病診療所の指定管理者を指定す

るに当たり、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６

項の規定により、議会の議決を求めるため必要があるからである。  

 



７ 

 

３年市長提出第７９号議案  

   瀬戸市国民健康保険条例の一部改正について  

 瀬戸市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定めるもの

とする。  

  令和３年１１月３０日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

   瀬戸市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市国民健康保険条例（昭和３６年瀬戸市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。  

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （出産育児一時金）  （出産育児一時金） 

第４条 被保険者が出産したときは、当該被保険

者の属する世帯の世帯主に対し、出産育児一

時金として４０万８千円を支給する。ただし

、健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４

３号）第３６条ただし書の規定に準じて、市

長が必要と認めるときは、規則で定めるとこ

ろにより、これに３万円を限度として加算す

るものとする。 

第４条 被保険者が出産したときは、当該被保険

者の属する世帯の世帯主に対し、出産育児一

時金として４０万４千円を支給する。ただし

、健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４

３号）第３６条ただし書の規定に準じて、市

長が必要と認めるときは、規則で定めるとこ

ろにより、これに３万円を限度として加算す

るものとする。 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 
  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の瀬戸市国民健康保険条例第４条第１項の規定



８ 

 

は、この条例の施行の日以後の被保険者の出産から適用し、同日前の被

保険者の出産については、なお従前の例による。  

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３

号）の一部改正に伴い、これに準じて出産育児一時金の額を改定するに当

たり、瀬戸市国民健康保険条例中所要の事項を改正するため必要があるか

らである。  



９ 

 

３年市長提出第８０号議案  

瀬戸市児童発達支援センターに関する条例の一部改正について  

瀬戸市児童発達支援センターに関する条例の一部を改正する条例を次の

ように定めるものとする。  

令和３年１１月３０日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市児童発達支援センターに関する条例の一部を改正する条例  

瀬戸市児童発達支援センターに関する条例（平成２９年瀬戸市条例第３

０号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第２条 ＜省略＞ 第２条 ＜省略＞ 

２ 児童発達支援センターは、法第４３条第１号

に規定する福祉型児童発達支援センターとして

の機能を持つ。 

 

（名称及び位置） （名称、位置等） 

第３条 児童発達支援センターの名称及び位置は

、次のとおりとする。 

第３条 児童発達支援センターの区分、名称及び

位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

瀬戸市のぞみ学園 瀬戸市原山町１番地の

１４ 

 

 

 

 

 

 

区分 名称 位置 

児童発達支援

センター（法

第４３条第１

号に規定する

福祉型児童発

達支援センタ

ーとしての機

能を含む。） 

瀬戸市のぞ

み学園 

瀬戸市原山町

１番地の１４ 



１０ 

 

瀬戸市発達支援室 瀬戸市宮脇町４８番地 

 

児童発達支援

センター 

瀬戸市発達

支援室 

瀬戸市宮脇町

４８番地 
 

（事業） （事業） 

第４条 児童発達支援センターは、障害児等の健

全育成及び福祉の増進を図るため、次に掲げる

事業を行うものとする。ただし、市長が必要と

認めるときは、この限りでない。 

 

第４条 児童発達支援センターは、障害児等の健

全育成及び福祉の増進を図るため、次の表の左

欄に掲げる施設に応じ、それぞれ同表の右欄に

掲げる事業を行うものとする。ただし、市長が

必要と認めるときは、この限りでない。 

 瀬戸市の 

ぞみ学園 

児童発達支援事業（法第６条の２

の２第２項に規定する児童発達支

援をいう。） 

保育所等訪問支援事業（法第６条

の２の２第６項に規定する保育所

等訪問支援をいう。） 

障害児相談支援事業（法第６条の

２の２第７項に規定する障害児相

談支援をいう。） 

瀬戸市発 

達支援室 

発達障害及びその疑いのある児童

（以下「発達障害児等」という。

）並びにその保護者等に対する相

談、助言等に関する事業 

発達障害児等に対する発達検査及

び個別支援策の検討に関する事業 

発達障害児等の支援者等への助言

、情報提供及び研修に関する事業 

発達障害に係る保護者の会、支援

団体等の育成に関する事業 

発達障害理解のための啓発に関す

る事業 

発達障害支援に関する関係機関及

び団体との連絡調整に関する事業 
 

⑴ 児童発達支援事業（法第６条の２の２第２

項に規定する児童発達支援をいう。） 

 

⑵ 保育所等訪問支援事業（法第６条の２の２ 



１１ 

 

第６項に規定する保育所等訪問支援をいう。

） 

⑶ 障害児相談支援事業（法第６条の２の２第

７項に規定する障害児相談支援をいう。） 

 

⑷ 発達障害及びその疑いのある児童（以下「

発達障害児等」という。）並びにその保護者

等に対する相談、助言等に関する事業 

 

⑸ 発達障害児等に対する発達検査及び個別支

援策の検討に関する事業 

 

⑹ 発達障害児等の支援者等への助言、情報提

供及び研修に関する事業 

 

⑺ 発達障害に係る保護者の会、支援団体等の

育成に関する事業 

 

⑻ 発達障害理解のための啓発に関する事業  

⑼ 発達障害支援に関する関係機関及び団体と

の連絡調整に関する事業 

 

２ 前項第１号に規定する児童発達支援事業は、

瀬戸市のぞみ学園で行う。 

 

（連絡調整） （連絡調整） 

第５条 児童発達支援センターは、瀬戸市のぞみ

学園及び瀬戸市発達支援室相互の連絡調整を密

にすることにより、総合的かつ有機的に運営す

ることとする。 

第５条 児童発達支援センターは、第３条に掲げ

る施設相互の連絡調整を密にすることにより、

総合的かつ有機的に運営することとする。 

  

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、児童発達支援センターでの事業実施に係る業務

を整理し、児童発達支援センター全体で事業をより効率的かつ効果的に実

施していくに当たり、瀬戸市児童発達支援センターに関する条例中所要の

事項を改正するため必要があるからである。  



１２ 

 

３年市長提出第８１号議案  

瀬戸市移動等円滑化のために必要な市道の構造に関する基準を定め  

る条例の一部改正について  

瀬戸市移動等円滑化のために必要な市道の構造に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。  

令和３年１１月３０日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市移動等円滑化のために必要な市道の構造に関する基準を定め  

る条例の一部を改正する条例  

瀬戸市移動等円滑化のために必要な市道の構造に関する基準を定める条

例（平成２４年瀬戸市条例第３８号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

瀬戸市移動等円滑化のために必要な市道の

構造及び旅客特定車両停留施設を使用した

役務の提供の方法に関する基準を定める条

例 

瀬戸市移動等円滑化のために必要な市道の

構造に関する基準を定める条例 

目次 目次 

第１章 総則（第１条―第２条の２） 第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 歩道等及び自転車歩行者専用道路等の

構造（第３条―第１０条） 

第２章 歩道等（第３条―第１０条） 

第３章 立体横断施設の構造（第１１条―第１

６条） 

第３章 立体横断施設（第１１条―第１６条） 

第４章 乗合自動車停留所の構造（第１７条・

第１８条） 

第４章 乗合自動車停留所（第１７条・第１８

条） 

第５章 自動車駐車場の構造（第１９条―第２

９条） 

第５章 自動車駐車場（第１９条―第２９条） 
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第６章 旅客特定車両停留施設の構造（第３０

条―第４０条） 

 

第７章 移動等円滑化のために必要なその他の

施設等（第４１条―第４４条） 

第６章 移動等円滑化のために必要なその他の

施設等（第３０条―第３３条） 

第８章 旅客特定車両停留施設を使用した役務

の提供の方法（第４５条―第５４条） 

 

 附則  附則 

（定義） （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、移動等

円滑化のために必要な道路の構造及び旅客特定

車両停留施設を使用した役務の提供の方法に関

する基準を定める省令（平成１８年国土交通省

令第１１６号）において使用する用語の例によ

る。 

第２条 この条例における用語の意義は、移動等

円滑化のために必要な道路の構造に関する基準

を定める省令（平成１８年国土交通省令第１１

６号）において使用する用語の例による。 

（災害等の場合の適用除外）  

第２条の２ 災害等のため一時使用する旅客特定

車両停留施設の構造及び設備、当該旅客特定車

両停留施設を使用した役務の提供の方法並びに

災害等のためこの条例に規定する設備が使用で

きない場合における役務の提供の方法について

は、この条例の規定によらないことができる。 

 

第２章 歩道等及び自転車歩行者専用道路

等の構造 

第２章 歩道等 

（歩道） （歩道） 

第３条 道路（自転車歩行者道を設ける道路、自

転車歩行者専用道路及び歩行者専用道路を除く

。）には、歩道を設けるものとする。 

第３条 道路（自転車歩行者道を設けるものを除

く。）には、歩道を設けるものとする。 

（有効幅員） （有効幅員） 

第４条 ＜省略＞ 第４条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 自転車歩行者専用道路の有効幅員は、道路構

造令（昭和４５年政令第３２０号）第３９条第

１項に規定する幅員の値以上とするものとする
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。 

４ 歩行者専用道路の有効幅員は、道路構造令第

４０条第１項に規定する幅員の値以上とするも

のとする。 

 

５ 歩道若しくは自転車歩行者道（以下「歩道等

」という。）又は自転車歩行者専用道路若しく

は歩行者専用道路（以下「自転車歩行者専用道

路等」という。）の有効幅員は、当該歩道等又

は自転車歩行者専用道路等の高齢者、障害者等

の交通の状況を考慮して定めるものとする。 

３ 歩道又は自転車歩行者道（以下「歩道等」と

いう。）の有効幅員は、当該歩道等の高齢者、

障害者等の交通の状況を考慮して定めるものと

する。 

（舗装） （舗装） 

第５条 歩道等又は自転車歩行者専用道路等の舗

装は、雨水を地下に円滑に浸透させることがで

きる構造とするものとする。ただし、道路の構

造、気象状況その他の特別の状況によりやむを

得ない場合においては、この限りでない。 

第５条 歩道等の舗装は、雨水を地下に円滑に浸

透させることができる構造とするものとする。

ただし、道路の構造、気象状況その他の特別の

状況によりやむを得ない場合においては、この

限りでない。 

２ 歩道等又は自転車歩行者専用道路等の舗装は

、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い

仕上げとするものとする。 

２ 歩道等の舗装は、平たんで、滑りにくく、か

つ、水はけの良い仕上げとするものとする。 

（勾配） （勾配） 

第６条 歩道等又は自転車歩行者専用道路等の縦

断勾配は、５パーセント以下とするものとする

。ただし、地形の状況その他の特別の理由によ

りやむを得ない場合においては、８パーセント

以下とすることができる。 

第６条 歩道等の縦断勾配は、５パーセント以下

とするものとする。ただし、地形の状況その他

の特別の理由によりやむを得ない場合において

は、８パーセント以下とすることができる。 

２ 歩道等（車両乗入れ部を除く。）又は自転車

歩行者専用道路等の横断勾配は、１パーセント

以下とするものとする。ただし、前条第１項た

だし書に規定する場合又は地形の状況その他の

特別の理由によりやむを得ない場合においては

、２パーセント以下とすることができる。 

２ 歩道等（車両乗入れ部を除く。）の横断勾配

は、１パーセント以下とするものとする。ただ

し、前条第１項ただし書に規定する場合又は地

形の状況その他の特別の理由によりやむを得な

い場合においては、２パーセント以下とするこ

とができる。 

第３章 立体横断施設の構造 第３章 立体横断施設 

（エレベーター） （エレベーター） 

第１２条 移動等円滑化された立体横断施設に設第１２条 移動等円滑化された立体横断施設に設
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けるエレベーターは、次に定める構造とするも

のとする。 

けるエレベーターは、次に定める構造とするも

のとする。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 前号の規定にかかわらず、籠の出入口が複

数あるエレベーターであって、車椅子使用者

が円滑に乗降できる構造のもの（開閉する籠

の出入口を音声により知らせる設備が設けら

れているものに限る。）にあっては、内法幅

は１．４メートル以上とし、内法奥行きは１

．３５メートル以上とすること。 

⑵ 前号の規定にかかわらず、籠の出入口が複

数あるエレベーターであって、車椅子使用者

が円滑に乗降できる構造のもの（開閉する籠

の出入口を音声により知らせる装置が設けら

れているものに限る。）にあっては、内法
のり

幅

は１．４メートル以上とし、内法
のり

奥行きは１

．３５メートル以上とすること。 

⑶及び⑷ ＜省略＞ ⑶及び⑷ ＜省略＞ 

⑸ 籠及び昇降路の出入口の戸にガラスその他

これに類するものがはめ込まれていること又

は籠外及び籠内に画像を表示する設備が設置

されていることにより、籠外にいる者と籠内

にいる者が互いに視覚的に確認できる構造と

すること。 

⑸ 籠及び昇降路の出入口の戸にガラスその他

これに類するものがはめ込まれていることに

より、籠外から籠内が視覚的に確認できる構

造とすること。 

⑹及び⑺ ＜省略＞ ⑹及び⑺ ＜省略＞ 

⑻ 籠内に、籠が停止する予定の階及び籠の現

在位置を表示する設備を設けること。 

⑻ 籠内に、籠が停止する予定の階及び籠の現

在位置を表示する装置を設けること。 

⑼ 籠内に、籠が到着する階並びに籠及び昇降

路の出入口の戸の閉鎖を音声により知らせる

設備を設けること。 

⑼ 籠内に、籠が到着する階並びに籠及び昇降

路の出入口の戸の閉鎖を音声により知らせる

装置を設けること。 

⑽から⑿まで ＜省略＞ ⑽から⑿まで ＜省略＞ 

⒀ 停止する階が３以上であるエレベーターの

乗降口には、到着する籠の昇降方向を音声に

より知らせる設備を設けること。ただし、籠

内に籠及び昇降路の出入口の戸が開いた時に

籠の昇降方向を音声により知らせる設備が設

けられている場合においては、この限りでな

い。 

⒀ 停止する階が３以上であるエレベーターの

乗降口には、到着する籠の昇降方向を音声に

より知らせる装置を設けること。ただし、籠

内に籠及び昇降路の出入口の戸が開いた時に

籠の昇降方向を音声により知らせる装置が設

けられている場合においては、この限りでな

い。 

（傾斜路） （傾斜路） 

第１３条 移動等円滑化された立体横断施設に設

ける傾斜路（その踊場を含む。以下この条にお

第１３条 移動等円滑化された立体横断施設に設

ける傾斜路（その踊場を含む。以下同じ。）は
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いて同じ。）は、次に定める構造とするものと

する。 

、次に定める構造とするものとする。 

⑴から⑽まで ＜省略＞ ⑴から⑽まで ＜省略＞ 

第４章 乗合自動車停留所の構造 第４章 乗合自動車停留所 

第５章 自動車駐車場の構造 第５章 自動車駐車場 

第２９条 ＜省略＞ 第２９条 ＜省略＞ 

第６章 旅客特定車両停留施設の構造  

（通路）  

第３０条 公共用通路（旅客特定車両停留施設に

旅客特定車両（道路法施行規則（昭和２７年建

設省令第２５号）第１条第１号から第３号まで

に掲げる自動車をいう。以下同じ。）が停留す

ることができる時間内において常時一般交通の

用に供されている一般交通用施設であって、旅

客特定車両停留施設の外部にあるものをいう。

以下同じ。）から旅客特定車両の乗降口に至る

通路のうち、乗降場ごとに１以上の通路は、次

に定める構造とするものとする。 

 

⑴ 有効幅員は、１．４メートル以上とするこ

と。ただし、構造上の理由によりやむを得な

い場合においては、通路の末端の付近の広さ

を車椅子の転回に支障のないものとし、かつ

、５０メートル以内ごとに車椅子が転回する

ことができる広さの場所を設けた上で、有効

幅員を１．２メートル以上とすることができ

る。 

 

⑵ 戸を設ける場合は、当該戸は、次に定める

構造とすること。 

 

ア 有効幅は、９０センチメートル以上とす

ること。ただし、構造上の理由によりやむ

を得ない場合においては、８０センチメー

トル以上とすることができる。 

 

イ 自動的に開閉する構造又は高齢者、障害

者等が容易に開閉して通過できる構造とす
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ること。 

⑶ 車椅子使用者が通過する際に支障となる段

差を設けないこと。ただし、傾斜路を設ける

場合においては、この限りでない。 

 

２ 前項の１以上の通路（以下「移動等円滑化さ

れた通路」という。）において床面に高低差が

ある場合は、エレベーター又は傾斜路を設ける

ものとする。ただし、構造上の理由によりやむ

を得ない場合においては、エスカレーター（構

造上の理由によりエスカレーターを設置するこ

とが困難である場合は、エスカレーター以外の

昇降機であって車椅子使用者の円滑な利用に適

した構造のもの）をもってこれに代えることが

できる。 

 

３ 旅客特定車両停留施設に隣接しており、かつ

、旅客特定車両停留施設と一体的に利用される

他の施設のエレベーター（第３２条の基準に適

合するものに限る。）又は傾斜路（第３３条の

基準に適合するものに限る。）を利用すること

により高齢者、障害者等が旅客特定車両停留施

設に旅客特定車両が停留することができる時間

内において常時公共用通路と旅客特定車両の乗

降口との間の移動を円滑に行うことができる場

合は、前項の規定によらないことができる。管

理上の理由により昇降機を設置することが困難

である場合も、また同様とする。 

 

４ 旅客特定車両停留施設の通路は、次に定める

構造とするものとする。 

 

⑴ 床の表面は、平たんで、滑りにくい仕上げ

とすること。 

 

⑵ 段差を設ける場合は、当該段差は、次に定

める構造とすること。 

 

ア 踏面の端部の全体とその周囲の部分との

色の輝度比が大きいこと等により段差を容

 



１８ 

 

易に識別できるものとすること。 

イ 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因

となるものを設けない構造とすること。 

 

（出入口）  

第３１条 移動等円滑化された通路と公共用通路

の出入口は、次に定める構造とするものとする

。 

 

⑴ 有効幅は、９０センチメートル以上とする

こと。ただし、構造上の理由によりやむを得

ない場合においては、８０センチメートル以

上とすることができる。 

 

⑵ 戸を設ける場合は、当該戸は、次に定める

構造とすること。 

 

ア 有効幅は、９０センチメートル以上とす

ること。ただし、構造上の理由によりやむ

を得ない場合においては、８０センチメー

トル以上とすることができる。 

 

イ 自動的に開閉する構造又は高齢者、障害

者等が容易に開閉して通過できる構造とす

ること。 

 

⑶ 車椅子使用者が通過する際に支障となる段

差を設けないこと。ただし、傾斜路を設ける

場合においては、この限りでない。 

 

（エレベーター）  

第３２条 移動等円滑化された通路に設けるエレ

ベーターは、次に定める構造とするものとする

。 

 

⑴ 籠の内法幅は１．４メートル以上とし、内

法奥行きは１．３５メートル以上とすること

。ただし、籠の出入口が複数あるエレベータ

ーであって、車椅子使用者が円滑に乗降でき

る構造のもの（開閉する籠の出入口を音声に

より知らせる設備が設けられているものに限

る。）にあっては、この限りでない。 
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⑵ 籠及び昇降路の出入口の有効幅は、８０セ

ンチメートル以上とすること。 

 

⑶ 籠内に、車椅子使用者が乗降する際に籠及

び昇降路の出入口を確認するための鏡を設け

ること。ただし、第１号ただし書の構造のエ

レベーターにあっては、この限りでない。 

 

２ 第１２条第５号から第１３号までの規定は、

移動等円滑化された通路に設けるエレベーター

について準用する。 

 

３ 移動等円滑化された通路に設けるエレベータ

ーの台数、籠の内法幅及び内法奥行きは、旅客

特定車両停留施設の高齢者、障害者等の利用の

状況を考慮して定めるものとする。 

 

（傾斜路）  

第３３条 移動等円滑化された通路に設ける傾斜

路（その踊場を含む。以下この条において同じ

。）は、次に定める構造とするものとする。た

だし、構造上の理由によりやむを得ない場合に

おいては、この限りでない。 

 

⑴ 有効幅員は、１．２メートル以上とするこ

と。ただし、階段に併設する場合においては

、９０センチメートル以上とすることができ

る。 

 

⑵ 縦断勾配は、８パーセント以下とすること

。ただし、傾斜路の高さが１６センチメート

ル以下の場合は、１２パーセント以下とする

ことができる。 

 

⑶ 高さが７５センチメートルを超える傾斜路

にあっては、高さ７５センチメートル以内ご

とに踏み幅１．５メートル以上の踊場を設け

ること。 

 

２ 移動等円滑化された通路に設ける傾斜路の床

の表面は、平たんで、滑りにくい仕上げとする

こと。 
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３ 第１３条第３号から第５号まで、第７号、第

８号及び第１０号の規定は、移動等円滑化され

た通路に設ける傾斜路について準用する。 

 

（エスカレーター）  

第３４条 移動等円滑化された通路に設けるエス

カレーターは、次に定める構造とするものとす

る。ただし、第３号及び第４号については、複

数のエスカレーターが隣接した位置に設けられ

る場合は、そのうち１のみが適合していれば足

りるものとする。 

 

⑴ 上り専用のものと下り専用のものをそれぞ

れ設置すること。ただし、旅客が同時に双方

向に移動することがない場合においては、こ

の限りでない。 

 

⑵ エスカレーターの上端及び下端に近接する

通路の床面等において、当該エスカレーター

への進入の可否を示すこと。ただし、上り専

用又は下り専用でないエスカレーターにおい

ては、この限りでない。 

 

⑶ 踏み段の有効幅は、８０センチメートル以

上とすること。 

 

⑷ 踏み段の面を車椅子使用者が円滑に昇降す

るために必要な広さとすることができる構造

であり、かつ、車止めが設けられていること

。 

 

２ 第１４条第２号から第５号までの規定は、移

動等円滑化された通路に設けるエスカレーター

について準用する。 

 

３ 移動等円滑化された通路に設けるエスカレー

ターには、当該エスカレーターの行き先及び昇

降方向を音声により知らせる設備を設けるもの

とする。 

 

（階段）  

第３５条 第１６条第２号から第８号まで、第１  
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０号及び第１１号の規定は、移動等円滑化され

た通路に設ける階段について準用する。 

（乗降場）  

第３６条 旅客特定車両停留施設の乗降場は、次

に定める構造とするものとする。 

 

⑴ 床の表面は、平たんで、滑りにくい仕上げ

とすること。 

 

⑵ 旅客特定車両の通行方向に平行する方向の

縦断勾配は、５パーセント以下とすること。

ただし、地形の状況その他の特別の理由によ

りやむを得ない場合においては、８パーセン

ト以下とすることができる。 

 

⑶ 横断勾配は、１パーセント以下とすること

。ただし、誘導車路の構造、気象状況又は地

形の状況その他の特別の理由によりやむを得

ない場合においては、２パーセント以下とす

ることができる。 

 

⑷ 乗降場の縁端のうち、誘導車路その他の旅

客特定車両の通行、停留又は駐車の用に供す

る場所（以下この号において「旅客特定車両

用場所」という。）に接する部分には、柵、

視覚障害者誘導用ブロックその他の視覚障害

者の旅客特定車両用場所への進入を防止する

ための設備が設けられていること。 

 

⑸ 当該乗降場に接して停留する旅客特定車両

に車椅子使用者が円滑に乗降できる構造のも

のであること。 

 

（運行情報提供設備）  

第３７条 旅客特定車両の運行に関する情報を文

字等により表示するための設備及び音声により

提供するための設備を設けるものとする。ただ

し、電気設備がない場合その他技術上の理由に

よりやむを得ない場合は、この限りでない。 

 

（便所）  
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第３８条 第２７条から第２９条までの規定は、

旅客特定車両停留施設に便所を設ける場合につ

いて準用する。この場合において、第２８条第

１項第１号中「第２２条に規定する通路」とあ

るのは「移動等円滑化された通路」と、「同条

各号」とあるのは「第２２条各号」と読み替え

るものとする。 

 

（乗車券等販売所、待合所及び案内所）  

第３９条 乗車券等販売所を設ける場合は、その

うち１以上は、次に定める構造とするものとす

る。 

 

⑴ 移動等円滑化された通路と乗車券等販売所

との間の通路は、第３０条第１項各号に掲げ

る基準に適合するものであること。 

 

⑵ 出入口を設ける場合は、そのうち１以上は

、次に定める構造とすること。 

 

ア 有効幅は、８０センチメートル以上とす

ること。 

 

イ 戸を設ける場合は、当該戸は、次に定め

る構造とするものとする。 

 

（ア） 有効幅は、８０センチメートル以上と 

すること。 

 

（イ） 高齢者、障害者等が容易に開閉して通 

過できる構造とすること。 

 

ウ 車椅子使用者が通過する際に支障となる

段差を設けないこと。ただし、傾斜路を設

ける場合においては、この限りでない。 

 

⑶ カウンターを設ける場合は、そのうち１以

上は、車椅子使用者の円滑な利用に適した構

造のものであること。ただし、常時勤務する

者が容易にカウンターの前に出て対応できる

構造である場合は、この限りでない。 

 

２ 前項の規定は、待合所及び案内所を設ける場

合について準用する。 
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３ 乗車券等販売所又は案内所（勤務する者を置

かないものを除く。）は、聴覚障害者が文字に

より意思疎通を図るための設備を設けるものと

する。この場合においては、当該設備を保有し

ている旨を当該乗車券等販売所又は案内所に表

示するものとする。 

 

（券売機）  

第４０条 乗車券等販売所に券売機を設ける場合

は、そのうち１以上は、高齢者、障害者等の円

滑な利用に適した構造とするものとする。ただ

し、乗車券等の販売を行う者が常時対応する窓

口が設置されている場合は、この限りでない。 

 

第７章 ＜省略＞ 第６章 ＜省略＞ 

（案内標識） （案内標識） 

第４１条 ＜省略＞ 第３０条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 旅客特定車両停留施設のエレベーターその他

の昇降機、傾斜路、便所、乗車券等販売所、待

合所、案内所若しくは休憩設備（第５項におい

て「移動等円滑化のための主要な設備」という

。）又は同項に規定する案内板その他の設備の

付近には、これらの設備があることを表示する

案内標識を設けるものとする。 

 

４ 前項の案内標識は、日本産業規格Ｚ８２１０

に適合するものとする。 

 

５ 公共用通路に直接通ずる出入口の付近には、

移動等円滑化のための主要な設備（第３０条第

３項前段の規定により昇降機を設けない場合に

あっては、同項前段に規定する他の施設のエレ

ベーターを含む。以下この条において同じ。）

の配置を表示した案内板その他の設備を設ける

ものとする。ただし、移動等円滑化のための主

要な設備の配置を容易に視認できる場合は、こ

の限りでない。 
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６ 公共用通路に直接通ずる出入口の付近その他

の適切な場所に、旅客特定車両停留施設の構造

及び主要な設備の配置を音、点字その他の方法

により視覚障害者に示すための設備を設けるも

のとする。 

 

（視覚障害者誘導用ブロック） （視覚障害者誘導用ブロック） 

第４２条 歩道等、自転車歩行者専用道路等、立

体横断施設の通路、乗合自動車停留所並びに自

動車駐車場及び旅客特定車両停留施設の通路に

は、視覚障害者の移動等円滑化のために必要で

あると認められる箇所に、視覚障害者誘導用ブ

ロックを敷設するものとする。 

第３１条 歩道等、立体横断施設の通路、乗合自

動車停留所及び自動車駐車場の通路には、視覚

障害者の移動等円滑化のために必要であると認

められる箇所に、視覚障害者誘導用ブロックを

敷設するものとする。 

２ 前項の規定により視覚障害者誘導用ブロック

が敷設された旅客特定車両停留施設の通路と第

１２条第１１号の基準に適合する乗降口に設け

る操作盤、前条第６項の規定により設けられる

設備（音によるものを除く。）、便所の出入口

及び第３９条の基準に適合する乗車券等販売所

との間の経路を構成する通路には、それぞれ視

覚障害者誘導用ブロックを敷設するものとする

。ただし、視覚障害者の誘導を行う者が常駐す

る２以上の設備がある場合であって、当該２以

上の設備間の誘導が適切に実施されるときは、

当該２以上の設備間の経路を構成する通路につ

いては、この限りでない。 

 

３ 旅客特定車両停留施設の階段、傾斜路及びエ

スカレーターの上端及び下端に近接する通路に

は、視覚障害者誘導用ブロックを敷設するもの

とする。 

 

４ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

５ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

（休憩施設） （休憩施設） 

第４３条 歩道等又は自転車歩行者専用道路等に

は、適当な間隔でベンチ及びその上屋を設ける

第３２条 歩道等には、適当な間隔でベンチ及び

その上屋を設けるものとする。ただし、これら
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ものとする。ただし、これらの機能を代替する

ための施設が既に存する場合その他の特別の理

由によりやむを得ない場合においては、この限

りでない。 

の機能を代替するための施設が既に存する場合

その他の特別の理由によりやむを得ない場合に

おいては、この限りでない。 

２ 旅客特定車両停留施設には、高齢者、障害者

等の休憩の用に供する設備を１以上設けるもの

とする。ただし、旅客の円滑な流動に支障を及

ぼすおそれのある場合は、この限りでない。 

 

３ 前項の施設に優先席（主として、高齢者、障

害者等の優先的な利用のために設けられる座席

をいう。以下この項において同じ。）を設ける

場合は、その付近に、当該優先席における優先

的に利用することができる者を表示する案内標

識を設けるものとする。 

 

（照明施設） （照明施設） 

第４４条 歩道等、自転車歩行者専用道路等及び

立体横断施設には、照明施設を連続して設ける

ものとする。ただし、夜間における当該歩道等

、自転車歩行者専用道路等及び立体横断施設の

路面の照度が十分に確保される場合においては

、この限りでない。 

第３３条 歩道等及び立体横断施設には、照明施

設を連続して設けるものとする。ただし、夜間

における当該歩道等及び立体横断施設の路面の

照度が十分に確保される場合においては、この

限りでない。 

２ 乗合自動車停留所、自動車駐車場及び旅客特

定車両停留施設には、高齢者、障害者等の移動

等円滑化のために必要であると認められる箇所

に、照明施設を設けるものとする。ただし、夜

間における当該乗合自動車停留所、自動車駐車

場及び旅客特定車両停留施設の路面又は床面の

照度が十分に確保される場合においては、この

限りでない。 

２ 乗合自動車停留所及び自動車駐車場には、高

齢者、障害者等の移動等円滑化のために必要で

あると認められる箇所に、照明施設を設けるも

のとする。ただし、夜間における当該乗合自動

車停留所及び自動車駐車場の路面の照度が十分

に確保される場合においては、この限りでない

。 

第８章 旅客特定車両停留施設を使用した

役務の提供の方法 

 

（通路）  

第４５条 移動等円滑化された通路に設けるエレ

ベーターについては、次に掲げる基準を遵守す
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るものとする。 

⑴ 籠内については、第３２条第１号ただし書

の設備が設けられた場合には、当該設備を使

用して、開閉する籠の出入口が音声により知

らされるようにすること。 

 

⑵ 籠内については、第１２条第９号の設備が

設けられた場合には、当該設備を使用して、

籠が到着する階並びに籠及び昇降路の出入口

の戸の閉鎖が音声により知らされるようにす

ること。 

 

⑶ 乗降ロビーについては、第１２条第１３号

本文の設備が設けられた場合には、当該設備

を使用して、到着する籠の昇降方向が音声に

より知らされるようにすること。 

 

⑷ 籠内については、第１２条第１３号ただし

書の設備が設けられた場合には、当該設備を

使用して、籠及び昇降路の出入口の戸が開い

た時に籠の昇降方向が音声により知らされる

ようにすること。 

 

２ 移動等円滑化された通路に設けるエスカレー

ターその他の昇降機（エレベーターを除く。）

であって車椅子使用者の円滑な利用に適した構

造のものについては、車椅子使用者が当該昇降

機を円滑に利用するために必要となる役務を提

供するものとする。ただし、当該昇降機を使用

しなくても円滑に昇降できる場合は、この限り

でない。 

 

３ 移動等円滑化された通路については、照明施

設が設けられた場合には、当該照明施設を使用

して、適切な照度を確保するものとする。ただ

し、日照等によって当該照度が確保されている

ときは、この限りでない。 

 

（エスカレーター）  

第４６条 旅客特定車両停留施設のエスカレータ  
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ーについては、第３４条第３項の設備が設けら

れた場合には、当該設備を使用して、当該エス

カレーターの行き先及び昇降方向が音声により

知らされるようにするものとする。 

（階段）  

第４７条 旅客特定車両停留施設の階段について

は、照明施設が設けられた場合には、当該照明

施設を使用して、適切な照度を確保するものと

する。ただし、日照等によって当該照度が確保

されているときは、この限りでない。 

 

（乗降場）  

第４８条 旅客特定車両停留施設の乗降場につい

ては、スロープ板その他の車椅子使用者が円滑

に乗降するための設備が備えられた場合には、

当該設備を使用して、車椅子使用者が円滑に乗

降するために必要となる役務を提供するものと

する。ただし、当該設備を使用しなくても円滑

に乗降できる場合は、この限りでない。 

 

（運行情報提供設備）  

第４９条 旅客特定車両の運行に関する情報を文

字等により表示するための設備が備えられた場

合には、当該設備を使用して、当該情報が文字

等により適切に表示されるようにするものとす

る。ただし、文字等による表示が困難な場合は

、この限りでない。 

 

２ 旅客特定車両の運行に関する情報を音声によ

り提供するための設備が備えられた場合には、

当該設備を使用して、当該情報が音声により提

供されるようにするものとする。ただし、音声

による提供が困難な場合は、この限りでない。 

 

（便所）  

第５０条 便所の出入口付近については、第２７

条第１項第１号の設備（音によるものに限る。

）が設けられた場合には、当該設備を使用して
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、男子用及び女子用の区別（当該区別がある場

合に限る。）並びに便所の構造が音により視覚

障害者に示されるようにするものとする。 

２ 移動等円滑化された通路と第２７条第２項第

１号の便房が設けられた便所又は同項第２号の

便所との間の経路における通路については、照

明施設が設けられた場合には、当該照明施設を

使用して、適切な照度を確保するものとする。

ただし、日照等によって当該照度が確保されて

いるときは、この限りでない。 

 

（乗車券等販売所、待合所及び案内所）  

第５１条 乗車券等販売所については、次に掲げ

る基準を遵守するものとする。 

 

⑴ 移動等円滑化された通路と乗車券等販売所

との間の経路における通路については、照明

施設が設けられた場合には、当該照明施設を

使用して、適切な照度を確保すること。ただ

し、日照等によって当該照度が確保されてい

るときは、この限りでない。 

 

⑵ 第３９条第１項第３号ただし書の規定が適

用される場合には、車椅子使用者からの求め

に応じ、常時勤務する者がカウンターの前に

出て対応すること。 

 

２ 前項の規定は、待合所及び案内所について準

用する。この場合において、前項第２号中「第

３９条第１項第３号ただし書」とあるのは、「

第３９条第２項の規定により準用される同条第

１項第３号ただし書」と読み替えるものとする

。 

 

３ 乗車券等販売所又は案内所（勤務する者を置

かないものを除く。）については、第３９条第

３項の設備が備えられた場合には、聴覚障害者

からの求めに応じ、当該設備を使用して、文字

により意思疎通を図るものとする。 
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（券売機）  

第５２条 第４０条ただし書の規定が適用される

場合には、同条ただし書の窓口については、高

齢者、障害者等からの求めに応じ、乗車券等の

販売を行うものとする。 

 

（旅客特定車両停留施設の構造及び主要な設備

の配置の案内） 

 

第５３条 公共用通路に直接通ずる出入口の付近

その他の適切な場所については、第４１条第６

項の設備（音によるものに限る。）が設けられ

た場合には、当該設備を使用して、旅客特定車

両停留施設の構造及び主要な設備の配置が音に

より視覚障害者に示されるようにするものとす

る。 

 

（視覚障害者を誘導する設備等）  

第５４条 第４２条第１項の通路については、同

条第５項の設備が設けられた場合には、当該設

備を使用して、音声により視覚障害者を誘導す

るものとする。 

 

２ 第４２条第２項ただし書の規定が適用される

場合には、視覚障害者の誘導を行う者が常駐す

る２以上の設備間の誘導を適切に実施するもの

とする。 

 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

 

（理 由） 

この案を提出するのは、移動等円滑化のために必要な道路の構造に関す

る基準を定める省令（平成１８年国土交通省令第１１６号）の一部改正に

伴い、瀬戸市移動等円滑化のために必要な市道の構造に関する基準を定め

る条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。  
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瀬戸市移動等円滑化のために必要な市道の構造に関する基準を定め  

る条例の一部を改正する条例案要綱  

この条例は、移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準

を定める省令（平成１８年国土交通省令第１１６号）の一部改正に伴い、

瀬戸市移動等円滑化のために必要な市道の構造に関する基準を定める条

例中、おおむね次の事項を改正しようとするものである。  

第１ 題名について  

題名を「瀬戸市移動等円滑化のために必要な市道の構造及び旅客

特定車両停留施設を使用した役務の提供の方法に関する基準を定め

る条例」に改める。  

第２ 章について  

章を追加し、及び章名を改めるもの。  

第３ 道路移動等円滑化基準への適合対象の拡大について  

道路移動等円滑化基準の適合対象を歩道等のほか、自転車歩行者専 

用道路及び歩行者専用道路に拡大するもの。（第４条、第５条及び

第６条関係）   

第４ 旅客特定車両停留施設の構造について  

旅客特定車両停留施設の構造について新たに基準を定めるもの。( 

第６章関係）  

第５ 移動等円滑化のために必要なその他の施設等について  

旅客特定車両停留施設及び自転車歩行者専用道路等を、移動等円

滑化のために必要なその他の施設等を設ける規定に加えるもの。（

第４１条、第４２条、第４３条及び第４４条関係）  

第６ 旅客特定車両停留施設を使用した役務の提供の方法について  

   旅客特定車両停留施設を使用した役務の提供の方法に関して新たに
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基準を定めるもの。（第８章関係）  

第７ その他  

その他所要の事項を改正し、施行期日を公布の日とするもの。  
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３年市長提出第８２号議案  

グレーチング蓋跳ね上げによる物損事故に係る損害賠償の額の決定  

及び和解について  

 本市が当事者であるグレーチング蓋跳ね上げによる物損事故について、

次によりその損害賠償の額を決定し、和解するものとする。  

  令和３年１１月３０日提出  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

１  事故の概要  

令和３年７月１３日山の田町地内において、相手方普通乗用自動車が

市道を走行中、桝のグレーチング蓋が跳ね上がり、当該車両が損傷した物

損事故  

２  損傷の状況  

  バンパーの損傷  

３  損害賠償の額  

  １，０３９，８３０円  

４  和解の要旨  

⑴  本市は、和解の相手方に対し、本件に係る損害賠償として上記３の金

額１，０３９，８３０円を、和解成立後３０日以内に相手方の指定する

方法で支払う。  

⑵  本市が上記⑴の義務を履行したときは、本件は、全て解決されたもの

とし、本市と和解の相手方の間には、本件に関し、他に何らの債権債務

のないことを相互に確認する。  

 

（理  由）  

この案を提出するのは、本市が当事者であるグレーチング蓋跳ね上げに
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よる物損事故に係る損害賠償の額を決定し、及び和解するに当たり、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号

の規定により、議会の議決を求めるため必要があるからである。  
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３年市長提出第８３号議案 

   市道路線の認定について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づき、市

道の路線を次のように認定することについて、同条第２項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和３年１１月３０日提出  

瀬戸市長 伊 藤 保 德 

路線番号 路 線 名 
起 点 

終 点 

１１２４８ 窯町２９号線 
窯町３２２番２６地先 

窯町５７２番１５地先 

 



 認定路線図  

 

凡 例 

起点  

終点  

 

 

窯町２９号線 

３
５
 


